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10 蟹江・前掲注 5）10頁。 
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 中国新会社法は、1993 年に施行されて以来 3回の改正が行われている。最初の改正は、
1999 年に旧会社法の第 67 条と第 229 条の改正である25。第 2回の改正は、2004 年に旧会社
法の第 131 条二項の削除である26。続いて 2006 年の第 3回の改正でコーポレート・ガバナ
ンスの強化などについて大幅改正がなされた。以下では、改正の重要な点の 1つであるコ
ーポレート・ガバナンス強化の内容について概観する27。 
                                                                                                                                                 













26 会社改正は第 131条 2項の「株式の発行価格は、額面を上回って設定できる。すなわち、
額面を下回ることはできない。また、額面を超過する価格を株券の発行価格とするには、
国務院証券管理部門の承認を得なければならない」という条文を削除する。 








国会社法 217 条 2 号）と実質的支配者（中国会社法 217 条 3号）の債務保証および株主権
の濫用について定め、そして、株主が株主権を濫用して、会社および他の株主に損害を与
えた場合には、責任を負わなければならないと明確に規定した（中国会社法 20条 3項）。 
 次に、新会社法は、コーポレート・ガバナンスを改善するために会社役員に関する規定
を拡充した。第一に、取締役会社の整備について、新会社法では、取締役会長の権利濫用






提案権（中国会社法 54条 1項 2 号、119 条 1 項）、株主総会に対する提案権（中国会社法
54 条 1 項 5 号、119 条 1 項）、訴訟を提起する権限（中国会社法 54 条 1 項 6 号、119 条 1 項）、
取締役会の決議事項に対する質問および提案権（中国会社法 55条 1項、119 条 1項）、監査
役会の臨時会議を招集する提案権および監査費用の請求権（中国会社法 56条 1 項、120 条












































                                                  
28 本稿第一章の第一節参照。 



























































































































                                                  
32 朱慈蕴等「著」『会社内部監督機制』（法律出版社、2007年）21頁。 
33 この議論について、1932に米国の学者 Berle and Meansが発表された"The Modern 
Corporation and Private Property"の中で指摘した。Adolphe A. Barle, Jr. and 










































































                                                  
35 川口・前掲注 30）8頁。 
























                                                  
38 葭田英人『コーポレート・ガバナンスと会計法』（日本評論社、2008年）6頁。 
39 川口・前掲注 30）12頁。 
40 正井章作「ドイツにおけるコーポレート・ガバナンス」ジュリストNO.1050号（1994
年）72頁。川口・前掲注 30）13頁。 
41 川口・前掲注 30）13頁。 
取締役会  
















































































                                                  
42 共同決定方式について、マークス・ルッター・木内宜彦『日独会社法の展開』（日本比較
法研究所研究叢書 11、1998年）131頁。 





図４ドイツモデル    
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45 末永・前掲注 37）9頁。 
46 川口・前掲注 30）17頁。 






























短い時間で廃止された。中国の会社法制の中で 1954 年から 1992 年まで専門の監査役制度
が制定されなかった。 





（3）1993 年から 2005 年までの会社監督規制――独立取締役制度の導入 
 中国会社法が、20年間の中断後、1993 年にから再び適用されていた。そして、1993 年の
「会社法」は、株主総会、取締役会、監査役会という会社の経営管理、監督構造が規定                                                                                                                             
された。すなわち、1993 年に中国の会社法制の中で監査役制度が正式に導入された。他方、
                                                  
48 趙康英「中日会社内部監督規制比較分析」（蘇州大学修士論文、2008年）11頁。 
49 1914年「公司条例」第 153、164、165、169、171、172、174―177条参考。 




















 2005 年 10 月 27 日に、中国改正会社法が全国人民代表大会常務委員会において可決成立










く年 2回以上）を設けており（中国会社法 120 条 1 項）、さらに、審議事項の決定について




をすることができる（中国会社法 54 条 3 項）。③監査役（会）は、株主総会決議に違反し
た取締役、高級管理職を解任することを提案することができる（中国会社法 54 条 2 項）。
                                                  
52 1997年「上場会社定款手引き」は 2006年 3月に改正された。 
 27
④監査役（会）は監査の権限行使を金銭的に支えるために、会社は監査費用の負担を義務

































                                                  





































                                                  
54 周剣龍「中国型コーポレート・ガバナンスの動向（一）（二）」国際商事法務 30巻（2002
























                                              
 


















































































された59。1992 年 2 月 19 日「深圳株式会社条例」、1992 年 8月 15 日「海南経済特区株式会






58 朱・前掲注 32）228頁。 
59 80 年代後半中国において株式会社の設立は、法律に基づいたものではなく、あくまで試
 32



































式会社規範意見」59条 2項、65条 2項参照。 
61 張紅『中国法における会社管理機関』(大学教育出版社、2000年)52頁。 



































64 従業員代表の具体的な比率は会社定款によって定める。中国会社法 52条 2項 118条
2項。 
65 畠田・前掲注 62）84頁。 
66 方新「中国における監査役制度と運用状況――日中の制度比較を中心として（中）」監査













     監査役会の規模 
    
  人 数 
会社の数 
2003 年 2004 年 
     0   2   0 
     1   95   1 
     2    303   18 
     3   313   630 
     4   254   43 
     5   140   502 
     6   85   43 
     7   34   81 
     8   15   9 
     9   6   18 









































                                                  
69 方新「中国における監査役制度と運用状況――日中の制度比較を中心として（下）」監
査役No.572（2010年）164頁。 





















会の権限行使を妨害してはならない（中国会社法 151 条 2 項）。 
監査役会・監査役が経営監督を行うには、会社の運営に関して真実の情報を把握するの




















表 2 監査役会会議年間開催回数73 
                                                  
72 姚・前掲注 70）244頁。 
73 方・前掲注 69）167頁参照。 
 37
調査（年限） 最小回 最大回 平均回 説明





2006 2 6 4.86
2007 1 15 4.58 3～5回開催の会社が最も多く72.2%を占める  
ⅲ 取締役会の出席、質問、提案 
監査役は、取締役会会議に出席し、取締役会決議事項に対する質問・提案を行うことが

























                                                  







とができる（中国会社法 54 条 4 項）。監査役、監査役会には、業務執行意思決定の権限が
ないため、株主総会の決議を通じて、その監督権を実現することとなる。また、監査役、
監査役会は、会社法又は会社定款に基づき株主総会に議案を提出する権限を有する（中国















 監査役会設置会社においては、監査役総数の 3 分の 1 以上の従業員代表監査役の設置が














































                                                  
76 方・前掲注 66）98頁。 
77 朱慈蕴（朱大明訳）「中国会社法における従業員監査役制度」監査役 589号（2011年）
26頁。 



































                                                  
79 王保樹＝崔勤之『中国会社法原理』（社会科学文献出版社、2006年）214頁。 
80 王＝崔・前掲注 79）211－213頁。 





































                                                  










































律、法規または定款違反行為に対する監督」と規定されており（中国会社法 54 条 2 項）、
その監査権限の範囲が適法性監査に限定されることに疑問の余地はない。しかし、業務執
行の妥当性の有無を判断する権限を持つ取締役会会長の法的性格およびその会長と支配人





























                                                  
85 霍・前掲注 53）122頁。 







































































                                                  
87 佐藤敏昭『監査役制度の形成と展望』(成文堂、2010年) 47－98頁。 

























（2）平成 13 年改正 
平成 13 年改正では、議員立法として次のような改正がなされた。監査役任期の 3年から










                                                  
89 北沢正啓 ｢監査役会の法定｣民商 108巻 4・5号（1993年）566－567頁。 
90 原田晃治「会社法改正の課題と現状―株式制度の見直し等を内容とする平成 13年改正法
























（4）平成 18 年の会社法への改正 
 商法の現代化により、その会社編が改正されて会社法が制定され、平成 18 年に施行され
た。これによって株主総会と取締役のみが必置機関となった。商法会社編では必置機関で
あった監査役は、原則として、会社の定款の定めによって任意に設置される機関となった。





 また、平成 18 年の改正によって、会社法において初めて監査役は、取締役の行う内部統
                                                  
91 藤川祐輔「会社監査役制度の変遷と問題点―監査役の業務監査を中心に」中村学園大学
流通科学研究(2008年)91頁。 
92 始関正光「平成 14年改正商法の解説[V]」商事法務 1641号(2002年)19頁。 
93 藤川・前掲注 91）95頁。 
 48
























                                                  
94 会社法は、内部統制という用語を使わずに、会社の業務の適正を確保するための体制と
いう文言を規定するにすぎない。しかし、会社法施行規則 100条と内部統制の概念に基づ
いて会社法 362条 4項 6号の規定するものが「内部統制」ということができる。 
95 藤川・前掲注 91）96頁。 

































会社法 336 条１項 345 条 1 項 4項） 











                                                  
98 片木晴彦「我が国の監査役制度の改正一課題と問題点」（下）監査役 440号（2001年）
18頁。 
99 小林秀之編著『委員会等設置会設 VS 監査役強化会社』（中央経済社 2003年）189頁。 
 50
ⅲ 監査役の選任に関する監査役会の同意権および提案請求権（商特 18条 3 項、会社法 343




















りも相当以前から検討されていた。平成 12 年 9 月に法務省が会社法制の大幅な見直し作業
に着手したが、その際の最重要視点として企業統治（コーポレート・ガバナンス）の実効
性の確保があげられていた。そして、その改正作業の中間的なまとめとして、平成 13 年 4
月 18 日に「商法等の一部を改正する法律案要網中間試案」が公表され、企業統治の実効性
の確保としては後述する委員会設置会社のような米国型コーポレート・ガバナンスの選択
的導入が提案されていた102。こうした提案を基礎とし、平成 14 年 1 月 16 日に商法改正案要
網が発表された。さらに平成 14 年 5 月 29 日に「商法等の一部を改正する法律」が公布さ









102 片木・前掲注 98）16頁。 
 51
れ、米国型企業統治への制度改革が実現した103。 
 平成 14 年の商法改正により日本への導入が確定した米国型の委員会等設置会社(平成 18
年会社法施行の際に｢委員会設置会社｣と改称された)では、取締役会の中の指名、報酬、監
査の三委員会設置、各委員会の過半数は社外取締役、取締役会は業務執行や経営の意思決



























                                                  
103  改正法における会社機関改革の詳細解説は「特集、平成 14年商法改正」ジュリスト
1229号（2002年）6頁。 
104 江頭・前掲注 15）524頁以下。 
105 前田庸「商法等の一部を改正する法律案要網の解説[Ⅲ]」商事法務 1623号（2002年）
26頁。 

















 平成 14 年会社法が改正された以来、委員会設置会社の普及は進んでいない、すなわち、
委員会設置会社は極めて少ない現状にある108。上場会社の従来型経営陣が委員会設置会社へ













                                                  
107 安江英行「監査役設置会社と委員会設置会社の比較および問題点の分析―監査体制を中
心として」商事法務 NO.1878 （2009年）53―54頁。 
108 高橋均「監査・監督委員会設置会社と企業統治――会社法制の見直しに向けて」商事法
務 1936号（2011年）15頁。 
































設置会社の業務執行の決定（会社法 362 条 2 項 1 号）を行い、取締役の職務の執行の監督
（会社法 362 条 2項 2 号）をし、代表取締役の選定及び解職を職務(会社法 362 条 2 項 3 号)
とする。取締役会設置会社においての業務執行は、代表取締役及び取締役会の決議によっ
て取締役会設置会社の業務を執行する取締役として選定された代表取締役以外の取締役に
よって行われる(会社法 363 条 1 項 1 号、2号)。取締役会の業務執行の決定は、業務執行を
                                                  
111 高橋・前掲注 108）16頁。 
112 高橋・前掲注 108）16頁 

























































③ 監査役の専門性  
 監査役の資格については、会社法 335 条に規定している。同条 1項は、取締役等の規定
は監査役について準用すると定め、同条 2項は「監査役は、株式会社若しくはその子会社
の取締役若しくは支配人その他の使用人又は当該子会社の会計参与若しくは執行役を兼ね








規制の策定機関であるＦＳＡ（Financial Service Authority）発行の上場規制（Listing 
Rules9.8.6（６））において、上場会社に対して、毎年の事業報告の中で、統合規範を遵守
したか否か、していない場合は、その理由を開示することを求めている。前記統合規範の
                                                  



































                                                  
122 李・前掲注 120）5頁。 
































                                                  


























び国際化に対応するために 2001 年 8 月 16 日に中国証券監督管理委員会は「上場会社にお
ける社外取締役の設置に関する指導意見」133を公表し、2002 年 1 月 7 日に中国証券監督管
理委員会及び国家経済貿易委員会は合同して「上場会社のコーポレート・ガバナンス準則」





























級管理職に対して免職の提案を提起することができる(会社法 54 条 2 項)。かつ、取締役、
支配人その他の高級管理職の行為が会社の利益を損なうときは、監査役は是正を求めるこ





















































































































































































































































                                                  








































                                                  
140 小林・前掲注 99）38頁。 










































































                                                  
143 日本監査役協会中国会社法制調査団「中国における会社法制の現状と課題」監査役 498
号（2005年）76頁。 




































                                                  





































                                                  



































148 霍・前掲注 138）180頁。 






































                                                  














 中国においては、中国証券監督管理委員会（以下「中国証監会」という）により 2001 年
















で議論されるようになった。1992 年にアメリカ法律協会（American law Institute〔ALI
と略す〕)から「コーポレート・ガバナンスの原則：分析と提言」（以下 ALI 原則という）
が出されたことが契機になり、社外（独立）取締役制度について提言が行われるようにな






































                                                  
153 周剣龍「コーポレート・ガバナンスの改善と社外取締役制度――中国法への社外取締
役制度の導入モデルを中心に」 獨協法学第 61号（2003年）104頁。 
154 これに反して、ドイツ会社の業務執行を担当する取締役会と業務執行を監督する監査役
会に分離されている重層制度ないし二元化経営機構である。 




他方、こうした動きを受けて、アメリカ証券取引委員会（Securities and Exchange 
Commission[SEC と略す]）は、コーポレート・ガバナンスを改善するための手当てを開始し









 SEC の改革の影響を受けて、1973 年にニューヨーク証券取引所（New York Stock 
Exchange[NYSE と略す]）は、上場会社すべてに対して、社外取締役のみからなる監査委員
会を設置する旨を厳しく要求し、なおかつそれを上場基準の一つに設けようとした。1977





説明義務および上場基準委員会は、2002 年 6 月に同取引所の理事会に対して会社の上場基
準についての改正案を提出した。同理事会は、改正案を公表し、各方面に対して意見を照







                                                  
156 川口・前掲注 30）34―35頁。 
157 周・前掲注 153）103頁。 






































                                                  
161 川口・ 前掲注 30）40頁。 







































                                                  



































                                                  
165 菊池敏夫「コーポレート・ガバナンス問題の考察――取締役会構成を中心に」中央学院































したがって、NYSE 指針と NASDAQ 上場ルールにおける独立性を判断するための要素は共通
                                                  
166 菊池・前掲注 165）88頁。 
167 徐明編『上場会社独立取締役制度の理論と実態について研究』（北京大学出版社、2007
年）123頁。 
168 畠田・前掲注 119）121－125頁。 



































1960 年代末頃から 70 年代半ばまでアメリカの影響を受けて、企業の社会的責任の問題が
ホットな話題となった。この問題に関する議論の中で、社外取締役制度を日本法へ導入す
                                                  
170 米本剛「米国サーベンズ・オクスリー法 301条の取締役について―わが国社外取締役の


































                                                  













































































                                                  









東京証券取引所では、2009 年 12 月に有価証券上場規程等の一部改正を実施し、すべての
上場会社が備えるべきコーポレート・ガバナンスの枠組として、独立役員の確保を求める
こととした（同規程第 436 条の 2第 1項）。それによって、上場会社に対しては独立役員の



























                                                  




















 北京四砂株式会社（以下四砂会社という）の前身は 1986 年に設立された四砂工場（国有
企業）である。当時はわずかに数十名職員がいる小さい会社であり、10 年の発展過程を経
て、四砂会社はダイヤモンド、ダイヤモンド製品、技術研究開発が一体となった大手企業
に成長した。1996 年 1 月末、中国証券監督管理委員会が、四砂会社の上海証券取引所で登
録・上場することを許可した。 


















































                                                  





































                                                  
186 廖・前掲注 182）200頁。 
187 李・前掲注 83）6頁。 
188 陳・前掲注 16） 13頁。 
189 馬更新『独立取締役制度研究』（知識産権出版社、2004年）246頁。 






















































































































































                                                  
196「上場会社における独立取締役制度の確立に関する指導意見」の翻訳稿について、監査
役 461号（2002年）28－32頁。 

























































































 「指導意見」は、各上場会社に対して、2002 年 6 月 30 日前までに、指導意見の要求にし
たがって会社定款を改正し、すくなくとも 2 名の独立取締役適任者を招聘しなければなら
ないと要求した（「指導意見」1条 3項）。では、今まで上場会社の対応は、どうであろうか。
「中国証券報」は、2001 年 6 月に公布された「2000 年上海と深圳の上場会社の独立取締役
の設置便覧」の中で、2000 年に 56 社が独立取締役を設置したと指摘した。しかし、2001
年 8 月「指導意見」が発表されてから、独立取締役設置会社数が一気に増えた（表 4参考）。 
 表 4 によって、中国における独立取締役制度の強制の変遷過程を見ることができる。こ
の調査では、2002 年末時点で、中国の上場会社の 97.59％が独立取締役を導入し、独立取
締役が取締役会に 1/3 を占める比率は 19.52％になった。その後、この比率が年々増加して
おり、2005 年末まですべての会社が独立取締役を設置した。しかし、10％に近い上場会社
の独立取締役設置の比率が中国証監会の要求に達しなかった。 
            
 表４中国独立取締役設置会社の統計199 
 


































                                                  
199 表 4のデータについて 周･前掲注 185）59頁。 
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その中、大学学歴を持つのは 183 名、大学院学歴を持つのは 108 名、博士以上200142 名であ
る。次に、会社が招聘した独立取締役の中、経済学者は 131 名、各分野の専門技術者 135





















 人数 511 183  108  142  51 27 
















人数  511 131   135   50   60  135 
比例   25.6％  26.4％  9.07％  11.7％  26.４％ 
 
（３）取締役会に出席の状況 
 「上海証券報」の調査を見ると（表 6参考）、2007 年に 211 社の独立取締役が取締役会に







出席するべき回数が約 5291 回である。その中で、独立取締役は自ら出席する回数が 5060






           表 6 2007 年独立取締役の取締役会に出席状況202 
 
項目 出席すべき回数 自ら出席 委託出席 欠席回数 
出席回数    5291  5060  204  27 























                                                  


































                                                  
203 本稿 34頁参照。 
204 虞建新「中国における社外取締役制度の導入について」監査役 461号（2002年）24
頁。  































                                                  








































                                                  
208 虞・前掲注 204）25頁。 
209 中国の「指導意見」によって、独立取締役は、原則として最大 5社まで上場会社におい
て独立取締役を兼任することができる。 
210 徐・前掲注 167）258頁。 






        表 7 独立取締役の行使しにくい職務権限212 
独立取締役の行使しにくい職務権限        比率 
取締役の指名・任免        36％ 














       5％ 


















                                                  
212 表 7のデータ出所：徐・前掲注 167）258頁。 
213 金・前掲注 192）97頁 












































































































                                                  
216  株主代表訴訟制度研究会「株主代表訴訟および監査役制度に関する商法等改正方案に
対する意見（上）」商事法務 1605号（2001年）41頁。 
217 金・前掲注 192）102頁。 
218 孫光焰「わが国どのように独立取締役制度を導入すべき」中国法学第 7号（2001年）
66頁。 



































                                                  
220 尹秀鐘「中国上場企業における独立取締役制度」法学政治学論究 第 69号（2006年）
310頁。 










































































                                                  















































































































225 大阪地判平 12・9・20 判例時報 1721号（2000年）3頁。 




































忠実義務の内容をなす」と判示した230。さらに、2002 年 4 月に、神戸製鋼所株主代表訴訟
                                                  





































令で定める事項」を決定することが定められていた。（旧商法特例法 21条の 7第 1項 2号）。
                                                  
231 神戸地判平 14・4・5商事法務 1626号（2002年）52頁。 
232 浜口＝鈴木＝児島・前掲注 229）9頁。 
233 浜口＝鈴木＝児島・前掲注 229）10頁。 
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234 山本 爲三郎「内部統制システムの整備と役員等の責任」法律時報 80号（2008年）36
頁。 
235 神田 秀樹「会社法（第 12 版）」 （弘文堂、2012年）、池野千白「内部統制システムの
構築義務と新会社法」3頁 
（http://www.chukyo-u.ac.jp/educate/law-school/chukyolawyer/data/vol005/ikeno.pdf）。 
柿崎環「内部統制と新会社法」法律時報 78巻 5号（2006年）38頁。 
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          構成要素 
取締役会設置会社（委
員会設置しない） 
会社法 362 条 4項 6号 



























                                                  
















会社法 416 条 1項１号 























































                                                  
237 相澤哲編「会社法及び会社法施行規則にみる内部統制の考え方」企業会計 58巻 5号





金融商事法務 1214号 26頁、大阪高判平成 18.6.9資料版商事法務 268号 74頁）及びヤク
ルド本社株主代表訴訟事件（東京地判平 16.12.16資料版商事法務 250号 233頁、東京高判




ば、内部統制システム構築の決議の内容の当否にかかわらず、会社法 365 条 5 項という具
体的な法令に違反することにはならず、構築義務は果たしたことになるということができ
ると解される。逆に、内部統制システムの整備を取締役会において決定しない場合には、
取締役は会社に対して任務懈怠の責任が生じる。この点については、会社法 423 条 1 項に


























                                                  
240 小林秀之『内部統制と取締役の責任』（学陽書房、2007年）27頁、畠田公明「取締役の









































243 野村修也「判例批判」別冊ジュリスト 180号（2006年）124頁。 
244 浜口＝鈴木＝児島・全掲注 229）90頁。 





































                                                  































                                                  














 それ以外に、中国で証券市場が成立したのは 1990 年代初めであり、その歴史はまた 20
年しか、経過していない。そして、中国会社法は 1993 年になってその制定が実現し、証券








































 2002 年 9 月 19 日、中国人民銀行は「商業銀行内部統制指針」を公布し、同日に施行した
254。2003 年 12 月中国の審計署255は、「監査機関内部統制審査基準」を公布し、翌年より施




















 会社法の改正と同時に、中国証券会が 2005 年 10 月 19 日に、「上場会社の質の向上に関
する意見」256を公布した。この意見で中国証監会は内部統制に言及して、内部統制に対する

































解できよう258。「ガイドライン」が公布された 2年後の 2008 年 5 月 22 日に中国財務省、中
国証券会、中国銀行監督管理委員会、中国保険監督管理委員会、会計監査署と合同で、「企




























 中国の「内部統制基本規範」は 2008 年 6月 28 日に正式に公表され、翌年の 2009 年 7月
1 日より施行されている。内部統制基本規範は全 7 章 50 条からなり、総則、内部環境、リ
スク評価、統制活動、情報と伝達、内部監督及び付則で構成された。以下では、このよう





































築・実施することができる（第 2条 2項）。 
 これ以外に、基本規範は、内部統制を構築する場合に遵守しなければならない原則とし
て全面性の原則262、重要性の原則263、牽制性の原則264、適応性の原則265及びコスト利益の原













































































て、リスク識別（21 条）、リスク分析（24 条）及びリスク対応（25 条 1 項）という三つの
ステップが含まれている。これらの 3 つのステップは、必ず企業の経営活動において内部
統制の目標実現に関するリスク情報を全面的に把握していることを前提としている。 
























































































































 また、中国会社法における取締役の忠実義務違反行為については、会社法 149 条には、
取締役に対して 7 つの禁止事項が規定されている。具体的に言えば、①会社の資金を流用
すること、②会社の資金を自分または他人の名義で口座を開設し預金すること、③定款に
                                                  
272 中国会社法改正草案第 67条 3項。 
273 劉俊海『現代会社法』（法律出版社、2008年）451頁、王＝崔・前掲注 79）211頁。 
274 王＝崔・前掲注 79）211頁。 































































第三節  結びに代えて――日本法からの示唆 
 
１ 中国の内部統制システム構築義務の評価 
 前述のように、2008 年 5 月 22 日に財政部など五つの機関と合同で、「企業内部統制基本
規範」が公表され、2009 年 7 月 1 日より上場企業を対象に実施されたのに対し、非上場大
中規模企業は本規範を参照しながら内部統制を構築・実施することが推奨されている。ま






















































































































                                                  




































                                                  


















































































































                                                  
282 2008 年に中国財務省、中国証券会、中国銀行監督管理委員会、中国保険監督管理委員会、
会計監査署と合同で、「企業内部統制基本規範」が公表された。 
 138
度は確かに中国風土に合わせっていなかった。すなわち、諸制度に関する規定も概括的、
抽象的なものにとどまっており、制度の無機能化ないし形骸化の問題は依然存在している
と思われる。例えば、まず、監査役会は独立性がない。現行の会社法によれば、株主総会
が招聘した監査役と会社の経営管理者は同一組織の同僚であり、しかも、監査役としての
職員代表は会社管理層に属する職員に過ぎない。つまり、彼ら相互間には上下関係が残存
している。したがって、大胆な監督を行う監査役としては、常に監査役資格を失ってしま
う危険に晒されている。次に、監査役の権限について概括的かつ抽象的に規定しているに
過ぎず、その権限を行使するための方式、方法及び保障措置が何ら定められていない。ま
た、監査役会と監査委員会の監督機能を如何に協調するかについて問題が存在している。
他方、独立取締役制度に関する独立取締役の指名、独立性、責任及び独立取締役と監査役
の関係について問題点がある。例えば、独立取締役の指名過程において、独立取締役は仲
介機構により厳格な調査を経て推薦されるのではなく、経営者の人脈から推薦されること
が多い。いわゆる「人情取締役」、「花瓶取締役」が問題となっている。そのため、独立取
締役が、どれだけ経営陣から独立した立場から業務執行機関を牽制し少数株主ひいては株
主全体の利益を代弁することができるかが疑問とされている。次に、独立取締役の違反行
為及びその結果についての規定が不明確であるため実務的な運用において、困難が生じる
ケースがある。また、会社の財務状況の検査の権限を独立取締役にも与えているので独立
取締役は監査役会と同じ権限を行使することになるが、権限の分配が明確でないため、結
果的にはお互いに責任を転嫁し合って、多くの人が監督することがかえってだれも監督し
ないという結果を招く恐れがある。したがって、独立取締役と監査役の関係について詳細
に考慮する必要があろう。 
 このような状況が依然として続いている現在の中国では、会社コーポレート・ガバナン
スにおける内部監督規制に関し、改善すべき点として以下の点が挙げられる。 
（１）国内外の会社コーポレート・ガバナンス経験によれば、株式構造は会社コーポレー
ト・ガバナンスについて直接的な影響を及ぼす。したがって、中国会社コーポレート・ガ
バナンスを改善するならば、まずは、国有株が占める比例を下げなければならない。つま
り、国有企業の会社化を推進すべきである。次に、国有株の株権代表を明らかにし、その
職権について合理的に規定しなければならない。第三に、立法を改善して、中小株主の利
益保護を強化することである。 
（２）中国会社法コーポレート・ガバナンスの主要な課題としては、まず、形だけでなく、
近代的な株式会社制度が求める内実から会社機関の権限分配を再構築し、中国の現状と適
合的な内部監督規制のあり方を検討しなければならないといえるだろう。すなわち、会社
内部運営管理機構の権限をいかに分配すれば、真の所有と経営の分離を実現できるか。ま
た、営利を目的とする会社の効率的利潤追求を保障するという前提で、経営者に合理的な
経営判断をいかにさせるか、会社の内部監督規制をいかに構築すれば、効率的健全な経営
を確保できるということである。 
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（３）会社の監査役制度を改善し、監査役の監督機能を強化するため、次のことに留意し
なければならない。その一は、監査役の独立性に関して、まず、監査役は会社また子会社
の取締役まだは支配人その他の使用人を兼ねることを禁止するのみならず、親会社の取締
役及び支配人が子会社の監査役を兼任できないとの規定を設けるべきである。次に監査役
の選任及び解任について監査役に意見を述べる権限を認め、監査役の選任議案の提出につ
いては監査役会の同意を必要とする。将来には、監査役の選任権を株主総会に認めつつ、
監査役候補者の選任議案の提案権を監査役会の職務権限とする。また同様に、監査役の報
酬は、会社の定款を持って明確に定めるか、あるいは監査役の報酬決定方法を変え監査役
報酬について議案に関する意見陳述権を監査役に付与するべきと思われる。その二は、監
査役会職権に関する中国現行会社法の規定は簡単すぎで実効性が乏しい。しかも、刺激と
制約システムが存在しない。したがって、監査役会の職権を拡大するとともに、監査役会
職権に関する規定が概括過ぎている状況を変えるべきである。そして、インセンティブと
制約システムを確立して、監査役の積極的な監督業務の展開を促進すべきである。その三
は、監査役と監査委員会の併存体制における両者の権限を明確にし、適切に両者の関係を
協調させることが二つの制度の利点を発揮しうる重要かつ不可欠な前提であると考えられ
る。すなわち、監査役会と監査委員会制度の特性から、監査役会は、会社財務に対する全
面的監査、監査報告書の作成及び取締役・支配人などの業務執行に対する適法性監査を基
本とするのが適切である。監査委員会は、日常的会社財務の監督、内部統制制度の有効性
の審査及び取締役、支配人に対する業務執行の公正妥当性に、さらには効率的に職務が遂
行されているかどうかについても監督しなければならない。また、監査委員会がその職務
履行の際に発見した重要な問題を監査役会に報告し、監査役会が監査委員会と連携して直
接に監査を行い、外部監査機能と内部監査機能を同時に実現することが期待される。 
（４）中国会社の機関構造は、日本と類似して大陸法と英米法との折衷形態で構成されて
いる。特に、経営を行う取締役会と監督する監査役会については、ともに株主総会で選任
され、対等的な立場にあり、いわば「二元制」をとっている。しかし、独立取締役制度は、
英米法の「一元的システム」に由来するものである。そのため、独立取締役の導入は、既
存のコーポレート・ガバナンスにかかわる法体系に、大きな影響を及ぼすと思われる。し
たがって、独立取締役と監査役の関係は重要になっている。中国の立法者は独立取締役と
監査役会との職責が重複する部分があることに注意しなかったわけではない。中国会社法
の立法精神から見れば、独立取締役は監査役とは性質が異なると思われる。すなわち、独
立取締役は取締役会の内部監督機関であるのに対して、監査役会は取締役会の外部の監督
機関である。詳しく言えば、監査役と独立取締役の主な違いは、独立取締役は取締役会の
決議に参加し取締役会に対し公正性と合理性を保障し、会社の利益を保護することができ
るが、監査役は取締役会の決議に参加できないという点にある。一方、独立取締役は取締
役会の決議に参加するため、独立性と客観性には限界があるので、監査役会による第三者
的な立場からの監査は依然として必要であると思われる。また、独立取締役を含めた取締
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役会は主に効率性監査に重点が置かれ、監査役会は健全性監査にその重点があると考える。
他方、中国の独立取締役制度を導入した理由から見ると、中国の独立取締役の制度設計お
よび法律において独立取締役の「外部性」を強調するだけではなく、独立取締役の「独立
性」がより重視されている。したがって、独立取締役の「独立性」を確保するために、今
後の会社法において独立取締役の指名と選任については、現在の証監会が独立取締役の候
補者の指名を審査するというやり方を廃止し、日本法を参考にして、基本的には、「指導意
見」に規定されているように、会社の取締役会、監査役会及び一定条件を満たした株主が
行った方がよいと思われる。 
（５）会社のコーポレート・ガバナンスと内部統制が密接な関係があり、両者はいずれも
株主と会社の利益を目的とするものである。すなわち、内部統制度の目的また内容は検討
すれば、内部統制がコーポレート・ガバナンスを支える仕組であると言わざるを得ない。
したがって、内部統制制度について法的視点からの研究が現在の中国会社法制の発展に対
して大きな意義があるのではないかと考える。しかしながら、これらの制度は現在の中国
にとって、検討の階段に入ったばかりであるということができるが、制度の実施に関する
たくさんの問題が存在している。特に、取締役の内部統制構築義務の明文化、取締役の責
任に関する問題点は、今後日本の立法の動きを注視していくと同時に、中国会社法の仕組
みを調整して、完全な内部統制制度を設置し、取締役の責任制度を改革することなどによ
って、より効果的な企業統治制度ができるのが望ましい。 
 
２ 今後の研究課題 
 本稿では、比較法的視点から中国会社法上の内部監督規制の現状、問題点と改正の課題
についての検討を試みたものである。具体的には、監査役制度、独立取締役制度及び内部
統制制度に関して詳しく検討してきた。 
 各国の会社コーポレート・ガバナンスに対する内部的な監督規制は、長い年月を経て徐々
に形成され、必ずしも一様ではなく、長所と短所があり、いかなる国にも対応できる理想
的な会社内部の監督制度は存在しないと言ってよい。現在、中国会社法は過渡的段階にあ
り、会社監督に関する諸制度において各外国の長所を吸収しようとしているが、吸収の不
完全性及び整合性の欠如が多く見られ、伝統的な機関体制の影響もいまだ残存しており、
会社法の完備を図ることは、決して容易ではない。 
 他方、現在の中国会社の監督システムは日米など諸外国の基本的アプローチと実際の手
法においてかなりの違いが認められ、国有株の企業支配構造という特徴があるだけに、監
督を司る者の独立性の確保は、諸外国以上に難しいと言えるであろう。多様なガバナンス
の共存と融合は、中国特有の企業風土において安易に実現できないのは確かである。した
がって、本稿の研究・分析課題として、日本を中心とする先進国の会社コーポレート・ガ
バナンス、特にコーポレート・ガバナンスの中で会社内部の監督規制を研究し、その上で、
中国会社におけるコーポレート・ガバナンスの現状に対応し、中国監査役、独立取締役制
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度および内部統制制度の役割はどう変わるべきか、先進国からいかなる示唆が得られるの
か、また将来に向けてどのような努力が必要であるのか、すなわち、このような移植され
た制度はどのように中国の会社の実情を融合できるのか、といった問題について検討した
い。 
とりわけ、併存する監査役会と監査委員会の監督機能をいかに協調し、期待される機能
が実質的にどの程度果たして行けるか。また、監査役の妥当性監査を認めた場合、その監
査の妥当性を判断する基準は何か、監査役の監査に経営判断原則が適用されるか、監査役
の責任はどうなるか、監査役に取締役の解任権の発動要件は何か等の問題も存在する。こ
のような問題点については、今後の研究課題としたい。 
また、第４章で検討した独立取締役制度について、今後の中国会社法において、独立取
締役制度は中国のコーポレート・ガバナンスにおける義務付け、いかに独立取締役の独立
性を確保すべきか、委員会制度の設計をどのように中国風土に合わせるべきか、等多くの
問題の発展と展開に注目したい。 
最後に、会社の内部統制という新しい制度を中国の会社の状況にいかにして合わせるべ
きか、将来、日本のように会社法の中で内部統制システム構築義務が制定されるべきか否
かなどのような問題が、今後の実践の展開に合わせて緊密に検討しなければならないと思
われる。また、企業結合の増加とともに、グループ企業が増えている。その中で、親子関
係会社における内部統制の構築を明文化する必要性があるかどうかの問題については、今
後の課題として研究を続けたい。 
 
 
 
